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事　 業　 報　 告

(平成28年 4 月 1 日から
平成29年 3 月31日まで)

１．企業集団の現況
(１)　当事業年度の事業の状況

①　事業の経過及び成果
当連結会計年度のわが国経済は、政府の各種経済政策や日銀による金融

政策により雇用や所得環境が改善し、緩やかな回復基調が続きました。し
かし一方で、中国をはじめとする新興国経済の減速懸念や英国のＥＵ離脱
問題、米国新政権発足による政策変更の影響等で海外経済の不確実性が高
まっており、景気の先行きは依然として不透明な状況が続いております。

このような状況のもと、当社グループは、中期経営計画に掲げる「選択
と集中の推進」、「販売戦略の実践」、「コスト削減の更なる追求」とい
う３つの重点戦略を持続的な成長に向け、全社一丸となって進めてまいり
ました。

この結果、当連結会計年度の売上高は前期比24億８千２百万円減の334
億８千４百万円となり、経常利益は前期比５千７百万円増の34億６千万円
となりました。この経常利益に、固定資産除却損３億３千万円及び関係会
社清算損１億２千８百万円の特別損失合計４億５千８百万円及び法人税等
５億２千４百万円を差引き、更に法人税等調整額７千９百万円を計上した
結果、親会社株主に帰属する当期純利益は前期比９千３百万円増の25億５
千７百万円となりました。

以下事業部門別の状況をご報告いたします。

〔化学品事業〕
クロム製品は鉄鋼向けやめっき向けが低調に推移し、また、海外向けが

落ち込んだことにより、売上高は減少しました。燐製品は新規開拓が進み、
また、液晶・半導体向けが堅調に推移したことにより、売上高は増加しま
した。シリカ製品は環境関連向けや土木向けが落ち込んだことにより、売
上高は減少しました。

この結果、化学品事業の売上高は、前期比18億２千７百万円減の167億
８千３百万円となりました。

－ 1 －

当事業年度の事業の状況
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〔機能品事業〕
農薬は海外向けが落ち込んだことにより、売上高は減少しました。医薬

中間体は海外向けが好調に推移し、売上高は増加しました。ホスフィンは
半導体向けが好調に推移し、売上高は増加しました。ホスフィン誘導体は
海外向けが大きく落ち込んだことにより、売上高は減少しました。バリウ
ム製品は液晶ガラス向けや光学向けが落ち込んだものの、電子材料向けが
好調に推移したことにより、売上高は前期並みとなりました。リチウムイ
オン電池用正極材料は主要顧客向けが落ち込んだことにより、売上高は減
少しました。電子セラミック材料は低調に推移したことにより、売上高は
減少しました。回路材料は中・小型パネル向けが低調に推移したことによ
り、売上高は減少しました。

この結果、機能品事業の売上高は、前期比９億１千９百万円減の117億
１千２百万円となりました。

〔賃貸事業〕
賃貸事業は西淀川再開発が進んだことにより、賃貸収入が増加しました。
この結果、賃貸事業の売上高は、前期比２億１千５百万円増の７億７千

１百万円となりました。

〔その他事業〕
空調関連事業は新規設計・施工及びメンテナンス需要が好調に推移した

ことにより、売上高は増加しました。書店事業は低調に推移したことによ
り、売上高は減少しました。

この結果、その他事業の売上高は、前期比４千９百万円増の42億１千６
百万円となりました。

②　設備投資の状況
当連結会計年度中の設備投資額は、23億９千７百万円で、その主な内容

は以下のとおりであります。
イ．当連結会計年度中に完成した主要設備等
　・福島第一工場　電子セラミック材料製造設備　（増設）
ロ．当連結会計年度末現在工事継続中の主要設備等
　・西淀川再開発　賃貸等不動産　　　　　　　　（新設）

③　資金調達の状況
当連結会計年度における資金調達につきましては、特記すべき重要な事

項はありません。

－ 2 －
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(２)　財産及び損益の状況

区　　　　分
第 156 期 第 157 期 第 158 期 第 159 期

Ｈ25. 4 . 1 から
Ｈ26. 3 .31まで

Ｈ26. 4 . 1 から
Ｈ27. 3 .31まで

Ｈ27. 4 . 1 から
Ｈ28. 3 .31まで

Ｈ28. 4 . 1 から
Ｈ29. 3 .31まで

売 上 高(百万円) 36,195 36,481 35,966 33,484
経 常 利 益(百万円) 823 2,133 3,403 3,460
親会社株主に帰属
す る 当 期 純 利 益(百万円) 672 1,168 2,464 2,557

１ 株 当 た り 当 期 純 利 益 7円65銭 13円28銭 28円01銭 29円07銭
総 資 産(百万円) 56,736 57,942 58,203 58,342
純 資 産(百万円) 25,228 27,905 28,869 32,200
１ 株 当 た り 純 資 産 額 286円77銭 317円21銭 328円19銭 366円05銭

（注）１株当たり当期純利益は期中平均発行済株式の総数により、また１株当たり純資産額は期
末発行済株式の総数により算出しております。なお、発行済株式の総数については自己株
式を除いております。

(３)　重要な親会社及び子会社等の状況
①　親会社の状況

該当事項はありません。

②　重要な子会社及び関連会社の状況（平成29年３月31日現在）

会 社 名 所 在 地 資本金
（百万円）

議決権
比　率
(％)

主 要 な 事 業 内 容

（連結子会社）

東邦顔料工業株式会社 東京都板橋区 96 100 無機顔料及び研磨材
の製造・販売

株式会社日本化学環境センター 福島県郡山市 10 100 環境に関する測定と
証明

株式会社ニッカシステム 東京都江東区 10 100 不動産の管理、書店
経営

日本ピュアテック株式会社 愛知県名古屋市中区 20 100
空気浄化剤の製造販
売、空調設備機器・
装置の設計・施工・
販売

（持分法適用関連会社）

関東珪曹硝子株式会社 茨城県神栖市 172 45
珪酸ソーダ硝子、コ
ロイダルシリカの製
造・販売

京葉ケミカル株式会社 千葉県船橋市 200 50 珪酸ソーダの製造・
販売

エヌシー・テック株式会社 新潟県北蒲原郡聖籠町 100 50 亜酸化銅の製造・販
売

－ 3 －
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(４)　対処すべき課題
今後の見通しにつきましては、原材料価格の高止まりや海外経済の不確実

性等により、厳しい事業環境が続くものと予想されます。
当社グループといたしましては、このような状況のもと、持続的な安定収

益を実現するために、新しい中期経営計画（2017～2019）で掲げている以
下の施策に取り組んでまいります。

①重点分野への集中投資
成長分野及び新規開発品へのリソース集中とM＆Aの推進等

②海外戦略の積極的展開
上海やバンコクの拠点を活用したアジアマーケットへの積極的販売と
東南アジア生産拠点の設立等

③経営基盤の強化
国内既存マーケットの巻き返しと保有資産の有効活用等

株主の皆様におかれましては、今後ともよろしくご支援、ご協力を賜りま
すようお願い申し上げます。

－ 4 －
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(５)　主要な事業内容（平成29年３月31日現在）
事 業 区 分 主 要 製 品 及 び 事 業 内 容

化 学 品 事 業 燐製品、クロム製品、シリカ製品等の化学品の製造・販売

機 能 品 事 業 電池材料、回路材料、電子セラミック材料等の電子材料関連製品
及びホスフィン誘導体、医薬中間体、農薬等の化学品の製造・販売

賃 貸 事 業 不動産の賃貸・管理
そ の 他 事 業 空調関連事業、書店事業等

(６)　主要な営業所及び工場（平成29年３月31日現在）
①　当社

名　　　　称 所　在　地

本社、化学品営業部、機能品営業部 東京都江東区

大阪地区営業事務所 大阪府大阪市中央区

福島第一工場 福島県郡山市

福島第二工場 福島県田村郡三春町

愛知工場 愛知県知多郡武豊町

徳山工場 山口県周南市

②　子会社
会　社　名 所　在　地

日本ピュアテック株式会社 愛知県名古屋市中区

(７)　従業員の状況（平成29年３月31日現在）
①　企業集団の従業員の状況

従 業 員 数 前 連 結 会 計 年 度 末 比 増 減

675名 16名増

（注）従業員数は就業人員であり、パート及び派遣社員は含みません。

②　当社の従業員の状況
従 業 員 数 前 事 業 年 度 末 比 増 減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

521名 11名増 41.4歳 20.0年

（注）従業員数は就業人員であり、パート及び派遣社員は含みません。

－ 5 －
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(８)　主要な借入先の状況（平成29年３月31日現在）
借 入 先 借 入 額

シ ン ジ ケ ー ト ロ ー ン ① 5,640百万円

シ ン ジ ケ ー ト ロ ー ン ② 4,894

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 1,200

三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 信 託 銀 行 株 式 会 社 800

株 式 会 社 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 516

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 325

明 治 安 田 生 命 保 険 相 互 会 社 270

（注）１．シンジケートローン①は、三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社を主幹事とするその他11行か
らの協調融資によるものであります。

２．シンジケートローン②は、三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社を幹事とするその他６行から
の協調融資によるものであります。

－ 6 －
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２．会社の現況
(１)　株式の状況（平成29年３月31日現在）

①　発行可能株式総数 200,000,000株
②　発行済株式の総数 89,227,755株
③　株主数 8,732名
④　大株主

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

日 本 ト ラ ス テ ィ ・ サ ー ビ ス 信 託 銀 行 株 式 会 社 7,441千株 8.46％

日 本 化 学 工 業 取 引 先 持 株 会 5,927 6.74

明 治 安 田 生 命 保 険 相 互 会 社 3,537 4.02

三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 信 託 銀 行 株 式 会 社 3,000 3.41
CBNY DFA INTL SMALL CAP VALUE PORTFOLIO 2,394 2.72

日本マスタートラスト信託銀行株式会社 2,143 2.44

小 西 安 株 式 会 社 1,825 2.07

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 1,375 1.56

あいおいニッセイ同和損害保険株式会社 1,185 1.35

日 本 化 学 工 業 従 業 員 持 株 会 1,112 1.26

（注）持株比率は自己株式（1,261,087株）を控除して計算しております。

－ 7 －

株式の状況
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(２)　会社役員の状況
①　取締役の状況（平成29年３月31日現在）

会 社 に お け る 地 位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

取 締 役 会 長 棚 橋 純 一 富士化学株式会社取締役

代 表 取 締 役 社 長 鈴 木 義 博 取締役会議長、経営会議議長

代表取締役兼専務執行役員 棚 橋 洋 太
経営企画室、事業推進本部及び営業本部担
当
エヌシー・テック株式会社代表取締役
京葉ケミカル株式会社代表取締役

取 締 役 兼 常 務 執 行 役 員 山 崎 信 幸 生産技術本部及び研究開発本部担当

取 締 役 兼 執 行 役 員 木 下 真 之 生産技術本部長

取 締 役 兼 執 行 役 員 江 口 幸 夫 事業推進本部長

取締役（常勤監査等委員） 相 澤 朋 夫

取 締 役 （ 監 査 等 委 員 ） 剱 持 　 健 公認会計士

取 締 役 （ 監 査 等 委 員 ） 古 島 　 守

弁護士及び公認会計士
株式会社セプテーニ・ホールディングス
社外監査役
株式会社ワークスアプリケーションズ
社外監査役

（注）１．剱持健氏及び古島守氏は、社外取締役であります。
２．当社は、社外取締役である剱持健氏及び古島守氏を株式会社東京証券取引所の定めに

基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。
３．当社は、相澤朋夫氏、剱持健氏及び古島守氏との間で会社法第427条第１項に基づき、

同法第423条第1項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に
基づく損害賠償責任の限度額は、同法第425条第1項に定める最低責任限度額としてお
ります。

４．情報収集その他監査の実効性を高め、監査・監督機能を強化するために、常勤の監査
等委員を置いております。

５．常勤監査等委員である取締役相澤朋夫氏は、当社の経理部に長年にわたり在籍し、財
務及び会計に関する相当程度の知見を有しております。

６．監査等委員である取締役剱持健氏及び古島守氏は、公認会計士の資格を有しており、
財務及び会計に関する相当程度の知見を有しております。

７．平成29年４月１日付で代表取締役社長が鈴木義博氏から棚橋洋太氏に異動しておりま
す。

－ 8 －

会社役員の状況
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②　当事業年度に係る取締役の報酬等
区 分 員 数 報 酬 等 の 額

取締役（監 査 等 委 員 を 除 く） ６名 198百万円
取 締 役 （ 監 　  査 　  等 　  委 　  員 ）
（う　 ち　 社　 外　 取　 締　 役）

３
（２）

30
（12）

合 計 9 228

（注）１．取締役（監査等委員を除く）の報酬限度額は、平成27年６月25日開催の第157期定時
株主総会において年額３億円以内と決議いただいております。

２．監査等委員である取締役の報酬限度額は、平成27年６月25日開催の第157期定時株主
総会において年額１億円以内と決議いただいております。

③　社外役員に関する事項
イ．他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

地　位 氏　名 重要な兼職の状況 当社との関係

社 外
取 締 役 古島　守

株式会社セプテーニ・ホー
ルディングス社外監査役
株式会社ワークスアプリケ
ーションズ社外監査役

いずれも特別の関係はありま
せん。

ロ．当事業年度における主な活動状況

区 分 氏 名 主 な 活 動 状 況

社 外 取 締 役
(監 査 等 委 員) 剱 持 　 健

当事業年度開催の取締役会13回のうち12回、監査等委
員会９回のうち８回に出席いたしました。公認会計士
として培ってきた専門的な知識・経験及び監査に関する
豊富な見識に基づき、取締役会及び監査等委員会におい
て、必要な発言を行っております。

社 外 取 締 役
(監 査 等 委 員) 古 島 　 守

当事業年度開催の取締役会13回のうち13回、監査等委
員会９回のうち９回に出席いたしました。弁護士及び
公認会計士として培ってきた専門的な知識・経験及び企
業法務や監査に関する豊富な見識に基づき、取締役会及
び監査等委員会において、必要な発言を行っておりま
す。

（注）上記の取締役会の開催回数のほか、会社法第370条及び当社定款第27条の規定に基づき、
取締役会決議があったものとみなす書面決議が１回ありました。

－ 9 －
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(３)　会計監査人の状況
①　名称　新日本有限責任監査法人

②　報酬等の額
支 払 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 35百万円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の
財産上の利益の合計額 35

（注）当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基
づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当
事業年度に係る会計監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

③　監査等委員会が会計監査人の報酬等に同意した理由
当社監査等委員会は、会計監査人の報酬等について、会計監査人の監査

計画、会計監査の活動実績及び報酬見積りの算出根拠の適正性等について
適切であると判断したため、会社法第399条第１項の同意を行っておりま
す。

④　会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
当社監査等委員会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、そ

の必要があると判断した場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任又
は不再任に関する議案の内容を決定いたします。

また、監査等委員会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定め
る項目に該当すると認められる場合は、監査等委員全員の同意に基づき会
計監査人を解任いたします。この場合、監査等委員会が選定した監査等委
員は、解任後最初に招集される株主総会におきまして、会計監査人を解任
した旨と解任の理由を報告いたします。

⑤　会計監査人が過去２年間に業務の停止の処分を受けた者である場合にお
ける当該処分に係る事項

　　　イ．処分対象
　　　　　　新日本有限責任監査法人
　　　ロ．処分の内容

・契約の新規の締結に関する業務の停止（平成28年１月１日から同年
３月31日まで）

・業務改善命令（業務管理体制の改善）
　　　ハ．処分理由

・社員の過失による虚偽証明
・監査法人の運営が著しく不当

－ 10 －
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３．業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況
(１)　業務の適正を確保するための体制

当社が「取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保する
ための体制その他当社の業務並びに当社及び当社子会社から成る企業集団
の業務の適正を確保するための体制」として取締役会で決議した概要は、
以下のとおりであります。
①　当社及び当社子会社の取締役、執行役員及び使用人の職務の執行が法

令及び定款に適合することを確保するための体制
・取締役、執行役員及び使用人が法令、定款及び社内規定を遵守し、誠

実に実行し、業務遂行するために、取締役会は取締役、執行役員及び
使用人を対象とする「企業理念」「日本化学社員行動指針」「倫理規
定」を制定する。

・取締役、執行役員及び使用人に対し「日本化学社員行動指針」を配布
し、法令を遵守するよう周知する。また、業務監査室は、業務監査を
通じ、改善、指導等の意見をまとめ経営会議に報告し、是正する。

・コンプライアンス全体を統括する組織として各部門代表者で構成され
る「倫理委員会」を設置し、内部統制システムの構築、維持、向上を
推進する。

・コンプライアンスの推進については、「倫理規定」に基づき業務監査
室及び総務人事部にその業務の窓口を設置し、コンプライアンスの状
況等について監査を実施し、定期的に取締役会及び監査等委員会にそ
の結果を報告する。

・取締役、執行役員及び使用人が法令違反その他法令上疑義のある行為
等を発見した場合には、適切に対応するため、「内部通報制度規定」
を制定し、運用する。

・社会の秩序や企業の健全な活動に脅威を与える反社会的勢力に対して
は、取引関係も含め一切の関係を持たないこととする。その不当要求
に対しては、法令及び社内規定に則り毅然とした姿勢で組織的に対応
する。

－ 11 －
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②　取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制及び当社
子会社の取締役、執行役員及び使用人の職務の執行に係る事項の当社へ
の報告に関する体制
・取締役の職務の執行及び意思決定に係る記録や文書は、保存及び廃棄

等の管理方法を法令及び「文書規定」に基づき、適切に管理し、関連
規定は必要に応じて適宜見直しを図る。

・取締役、監査等委員及び会計監査人は、これらの情報及び文書を常時
閲覧できる。

・「関係会社管理規定」に従い、グループ会社を管理するとともに、「関
係会社運営基準」に基づき、当社子会社は重要事項を当社へ報告する。

③　当社及び当社子会社の損失の危険の管理に関する規定その他の体制
・「リスク管理規定」を定め、同規定に従ったリスク管理体制を構築す

る。
・不測の事態が発生した場合には、経営会議にて審議・決定を行い、そ

の決定事項を各本部長から各部・各工場へ連絡するとともに、各部・
各工場においては迅速な対応を行い、損害の拡大を防止し、これを最
小限に止める体制を整える。

④　当社及び当社子会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを
確保するための体制
・定例の取締役会を毎月1回開催し、経営方針及び経営戦略に係る重要

事項の決定並びに取締役の業務執行状況の監督等を行う。
・取締役会の機能をより強化し、経営効率を向上させるため、必要に応

じて適宜臨時の取締役会を開催し、業務執行に関する基本事項及び重
要事項に係る意思決定を機動的に行う。

・取締役会において、中期経営計画及び各事業年度予算を立案し、事業
目標を設定するとともに、その進捗状況を監督する。

・取締役会の決定に基づく業務執行については、「業務機構運営に関す
る規定」「経理規定」「稟議規定」において、取締役の職務の執行の
責任及びその執行手続きを規定し、効率的な職務執行を確保する。ま
た、各規定は必要に応じて適宜見直しを図る。

－ 12 －
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⑤　当社及び当社子会社から成る企業集団における業務の適正を確保する
ための体制
・「関係会社管理規定」「関係会社運営基準」に基づいて当社子会社を

管理する体制を構築するとともに、それらの経営成績及び営業活動等
を定期的に当社の取締役会に報告する体制を整備する。

・当社子会社には、当社の役職者が役員として就任し、当社子会社の業
務の適正性を監視できる体制を整備する。

・当社の業務監査室は定期的、又は必要に応じて内部監査を行い、監査
の結果を当社の代表取締役社長、監査等委員会及び関係部署に報告す
る体制を整備する。

⑥　当社の監査等委員会の職務を補助すべき使用人を置くことに関する体
制並びに当該使用人の取締役（監査等委員である取締役を除く）からの
独立性に関する事項及び監査等委員会の当該使用人に対する指示の実効
性の確保に関する事項
・監査等委員会の求めがあった場合には、監査等委員会の職務を補助す

る使用人を業務監査室員から任命する。
・監査等委員会の職務を補助する業務監査室員の任命、異動については

監査等委員会の事前の同意を得なければならない。
・監査等委員会の職務を補助する業務監査室員に対する職務執行の指揮

命令権は監査等委員会が有するものとする。

⑦　当社の取締役（監査等委員である取締役を除く）、執行役員及び使用
人並びに当社子会社の取締役、執行役員及び使用人及び監査役又はこれ
らの者から報告を受けた者が当社の監査等委員会に報告をするための体
制、その他監査等委員会への報告に関する事項
・当社の取締役（監査等委員である取締役を除く）、執行役員及び使用

人並びに当社子会社の取締役、執行役員及び使用人及び監査役又はこ
れらの者から報告を受けた者は、当社の監査等委員会に対して、法令
及び定款に違反する事項、当社及び当社子会社に著しい損害を及ぼす
おそれのある事項に加え、経営に関する重要事項、経理部門に関する
重要事項、リスク・コンプライアンス及び賞罰の担当部門に関する重
要事項等をすみやかに報告する。

－ 13 －
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・監査等委員は、取締役会その他重要な意思決定の過程及び業務の執行
状況を把握するため、経営会議、倫理委員会等の重要な会議に出席す
るとともに、主要な稟議書その他業務執行に関する重要な文書を閲覧
し、必要に応じて取締役、執行役員又は使用人にその説明を求めるこ
とができるものとする。

⑧　当社の監査等委員会に報告をした者が当該報告をしたことを理由とし
て不利な取扱いを受けないことを確保するための体制
・当社は、監査等委員会へ報告を行った当社及び当社子会社の役職員に

対し、当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを行わない。

⑨　当社の監査等委員の職務の執行（監査等委員会の職務の執行に関する
ものに限る）について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当該職
務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項
・監査等委員は、その職務の執行（監査等委員会の職務の執行に関する

ものに限る）のため必要な費用を会社に対して請求することができる。

⑩　その他の当社の監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保す
るための体制
・監査等委員会、会計監査人及び業務監査室員は、監査業務において連

携を図り、効率のよい監査を実行できるよう取締役及び使用人は支援
する。

(２)　業務の適正を確保するための体制の運用状況
当社は、平成27年６月25日付で監査等委員会設置会社に移行し、取締役

会の議決権を有する監査等委員が監査を行うことによる監査・監督の実効
性の向上及び内部監査部門を活用した監査の実施による内部統制の実効性
の向上を図りました。

当事業年度における、上記業務の適正を確保するための体制の運用状況
のうち主なものは、以下のとおりであります。
①　業務執行の効率性の向上に関する取り組みの状況

・取締役会を13回、経営会議を34回開催しております。
・取締役会において、当社グループの経営成績が報告され、経営課題と

対策について確認及び検討を実施しております。

－ 14 －
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②　リスク管理体制及びコンプライアンスに対する取り組みの状況
・環境安全品質会議を開催し、環境、安全、品質それぞれの課題と対策

について確認及び検討を実施しております。
・倫理委員会を開催し、コンプライアンス上の課題と対策について確認

及び検討を実施しております。
・法令違反、不正行為の早期発見を目的として、当社内部監査部門に内

部通報窓口を設置しております。
・内部通報の件数や概要については、監査等委員を含む取締役全員に報

告しております。

③　監査等委員会に関する運用状況
・監査等委員は、取締役会、経営会議等の重要な会議への出席等を通じ、

意思決定の過程や内容について監督を行っております。
・監査等委員会は内部監査部門が行った監査に対する報告を受けるほか、

内部監査部門とコミュニケーションを図り、効果的な監査体制を構築
しております。

④　内部監査に関する運用状況
・内部監査部門が、年間の監査計画に基づき当社各部門及び当社グルー

プ会社に内部監査を実施しております。
・内部監査部門は、監査等委員を含む取締役全員に監査結果を報告して

おります。

４．会社の支配に関する基本方針
該当事項はありません。

５．剰余金の配当等の決定に関する基本方針
当社では、株主重視の基本方針の下、安定的かつ継続して配当を行うことを

経営上重要な施策の一つとして位置付けております。将来に向けての成長を
目指した投資等に必要な内部留保資金を確保しつつ、配当を高める経営努力を
続けます。

これらの方針に基づき、当事業年度の期末配当金につきましては、１株当た
り３円とさせていただく予定であり、これにより年間の１株当たりの配当金
は、中間配当３円と合わせて６円となります。

－ 15 －
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第159期連結貸借対照表
（平成29年３月31日現在）

（単位：百万円）
科 目 金 額 科 目 金 額

（資産の部） （負債の部）
流 動 資 産

現 金 及 び 預 金
受取手形及び売掛金
商 品 及 び 製 品
仕 掛 品
原 材 料 及 び 貯 蔵 品
繰 延 税 金 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物
機械装置及び運搬具

土 地
建 設 仮 勘 定
そ の 他

無 形 固 定 資 産
の れ ん
そ の 他

投資その他の資産
投 資 有 価 証 券
長 期 貸 付 金
繰 延 税 金 資 産
退職給付に係る資産

そ の 他
貸 倒 引 当 金

26,429
8,544
9,229
3,801
2,029
1,709

219
950

△55
31,913
23,709
11,270
3,229
7,741

796
671
573
293
280

7,630
6,584

26
80

323
638

△22

流 動 負 債 19,209
支払手形及び買掛金 3,327
短 期 借 入 金 11,645
未 払 法 人 税 等 327
未 払 消 費 税 等 279
賞 与 引 当 金 370
設 備 関 係 未 払 金 1,080
そ の 他 2,179

固 定 負 債 6,932
長 期 借 入 金 2,000
繰 延 税 金 負 債 2,370
退職給付に係る負債 866
そ の 他 1,695

負 債 合 計 26,142
（純資産の部）

株 主 資 本 28,729
資 本 金 5,757
資 本 剰 余 金 2,269
利 益 剰 余 金 21,055
自 己 株 式 △352

その他の包括利益累計額 3,470
そ の 他 有 価 証 券
評 価 差 額 金 2,806

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 0
為替換算調整勘定 21
退 職 給 付 に 係 る
調 整 累 計 額 641

純 資 産 合 計 32,200
資 産 合 計 58,342 負 債 純 資 産 合 計 58,342

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

－ 16 －
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第159期連結損益計算書

(自　平成28年 4 月 1 日
至　平成29年 3 月31日)

（単位：百万円）
科 目 金 額

売 上 高 33,484
売 上 原 価 25,091

売 上 総 利 益 8,392
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 5,056

営 業 利 益 3,336
営 業 外 収 益 466

受 取 利 息 及 び 配 当 金 99
持 分 法 に よ る 投 資 利 益 23
工 場 跡 地 整 備 費 用 引 当 金 戻 入 額 183
そ の 他 159

営 業 外 費 用 342
支 払 利 息 134
環 境 対 策 費 102
休 止 固 定 資 産 減 価 償 却 費 38
そ の 他 67
経 常 利 益 3,460

特 別 損 失 458
固 定 資 産 除 却 損 330
関 係 会 社 清 算 損 128

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 3,002
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 524
法 人 税 等 調 整 額 △79 444
当 期 純 利 益 2,557
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 2,557

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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第159期連結株主資本等変動計算書

(自　平成28年 4 月 1 日
至　平成29年 3 月31日)

（単位：百万円）
株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

平 成 2 8 年 ４ 月 １ 日 残 高 5,757 2,269 19,025 △351 26,700

連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △527 △527

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 2,557 2,557

自 己 株 式 の 取 得 △0 △0

株主資本以外の項目の
連 結 会 計 年 度 中 の
変 動 額 （ 純 額 ）

連結会計年度中の変動額合計 － － 2,029 △0 2,029

平成29年３月31日残高 5,757 2,269 21,055 △352 28,729

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額
純 資 産 合 計その他有価証券

評 価 差 額 金
繰延ヘッジ
損 益

為替換算
調整勘定

退職給付に係る
調 整 累 計 額

その他の包括利益
累 計 額 合 計

平 成 2 8 年 ４ 月 １ 日 残 高 2,031 △22 29 129 2,169 28,869

連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △527

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 2,557

自 己 株 式 の 取 得 △0

株主資本以外の項目の
連 結 会 計 年 度 中 の
変 動 額 （ 純 額 ）

775 22 △7 511 1,300 1,300

連結会計年度中の変動額合計 775 22 △7 511 1,300 3,330

平成29年３月31日残高 2,806 0 21 641 3,470 32,200

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連結注記表
連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項及び連結の範囲又は持分法の
適用の範囲の変更に関する注記
１．連結の範囲に関する事項

　子会社のうち東邦顔料工業㈱、㈱日本化学環境センター、㈱ニッカシステム、日本ピュアテ
ック㈱の４社を連結の範囲に含めております。
　また、子会社のうちJCI USA INC.、捷希艾（上海）貿易有限公司は連結の範囲に含めており
ません。
　非連結子会社の総資産、売上高、当期純損益及び利益剰余金等はいずれも小規模であり、連
結計算書類に重要な影響を及ぼしておりません。

２．持分法の適用に関する事項
(１)非連結子会社JCI USA INC.及び関連会社のうち関東珪曹硝子㈱、京葉ケミカル㈱、エヌシ

ー・テック㈱の４社を持分法の適用範囲に含めております。
　持分法適用外の非連結子会社である捷希艾（上海）貿易有限公司及び関連会社であるシン
ライ化成㈱はいずれも当期純損益及び利益剰余金等に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体と
しても重要な影響を及ぼしておりません。

(２)非連結子会社JCI USA INC.の決算日は12月31日であり連結決算日と異なりますが、同社
の事業年度に係る計算書類を使用しております。

３．会計方針に関する事項
(１)重要な資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券
その他有価証券

時価のあるもの………………連結決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全
部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法に
より算定）によっております。

時価のないもの………………移動平均法による原価法によっております。
②　デリバティブ……………………時価法によっております。
③　たな卸資産………………………主として総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益

性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）によっ
ております。

(２)重要な減価償却資産の減価償却の方法
①　有形固定資産

………………………主として定額法によっております。
なお、主な耐用年数は次の通りであります。
建物及び構築物　　　５～60年
機械装置及び運搬具　４～10年
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②　無形固定資産
………………………定額法によっております。

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内におけ
る利用可能期間（５年）に基づく定額法によっておりま
す。

(３)重要な引当金の計上基準
①　貸倒引当金………………………債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につ
いては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計
上しております。

②　賞与引当金………………………従業員の賞与支給に備えるため、賞与支給見込額の当連
結会計年度負担額を計上しております。

(４)退職給付に係る会計処理の方法
①　退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属さ
せる方法については、期間定額基準によっております。

②　数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
過去勤務費用は、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10

年）による定額法により費用処理しております。
数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数（10年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌連結会計年度
から費用処理しております。

③　小規模企業等における簡便法の採用
連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自

己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。
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(５)重要なヘッジ会計の方法
①　ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、金利スワップについて特例処理の要件を満
たしている場合は特例処理を、為替予約について振当処理の要件を満たしている場合は振
当処理を採用しております。

②　ヘッジ手段とヘッジ対象
ヘッジ手段………………………金利スワップ、為替予約
ヘッジ対象………………………借入金の利息、外貨建金銭債務及び外貨建予定取引

③　ヘッジ方針
金利スワップは借入金の金利変動リスクを回避する目的で行っており、為替予約は為替

変動リスクを回避する目的で行っております。
④　ヘッジ有効性評価の方法

ヘッジ対象の相場変動又はキャッシュ・フロー変動の累計とヘッジ手段の相場変動又は
キャッシュ・フロー変動の累計を比較し、その変動額の比率によって有効性を評価してお
ります。ただし、特例処理によっている金利スワップ及び振当処理によっている為替予約
については、有効性の評価を省略しております。

(６)のれんの償却方法及び償却期間
のれんの償却については、５年間の定額法により償却を行っております。

(７)消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は税抜方式によっており、控除対象外消費税等は、当連結会計年度

の費用として処理しております。

会計方針の変更に関する注記
　（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）
　一部の連結子会社は、法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変
更に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第32号　平成28年６月17日）を当連結会計年度に適
用し、平成28年４月１日以後に取得した建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法か
ら定額法に変更しております。
　これによる損益に与える影響は軽微であります。

追加情報
　（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」(企業会計基準適用指針第26号　平成
28年３月28日)を当連結会計年度から適用しております。
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連結貸借対照表に関する注記
１．担保資産及び担保付債務

担保資産 百万円 担保付債務 百万円

建物及び構築物 941 短期借入金 41

土地 106 その他の固定負債 456

合計 1,047 合計 497

２．有形固定資産の減価償却累計額
28,630百万円

連結株主資本等変動計算書に関する注記
１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

当連結会計年度期
首株式数（株）

当連結会計年度増加
株式数（株）

当連結会計年度減少
株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発 行 済 株 式

普 通 株 式 89,227,755 － － 89,227,755

自 己 株 式

普 通 株 式
（注） 1,259,351 1,736 － 1,261,087

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加1,736株は、単元未満株式の買取による増加でありま
す。

２．配当に関する事項
(１)配当金支払額

決　　議 株式の種類 配当金の総額
（百万円）

1株当たり
配当額(円) 基　準　日 効力発生日

平成28年6月23日
定時株主総会 普通株式 263 3 平成28年3月31日 平成28年6月24日

平成28年11月8日
取締役会 普通株式 263 3 平成28年9月30日 平成28年12月5日

(２)基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの
次の通り、決議を予定しております。

決　　議 株式の種類 配当金の総額
（百万円） 配当の原資 1株当たり

配当額(円) 基　準　日 効力発生日

平成29年6月27日
定時株主総会 普通株式 263 利益剰余金 3 平成29年3月31日 平成29年6月28日
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金融商品に関する注記
１．金融商品の状況に関する事項

当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、また、資金調達については
銀行借入による方針であります。デリバティブは、後述するリスクを回避するために利用して
おり、投機的な取引は行っておりません。

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。当該リスク
に関しては、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行うとともに、回収遅延債権については、
定期的に各担当執行役員へ報告され、個別に把握及び対応を行う体制としております。

投資有価証券である株式は、市場価格の変動リスクに晒されておりますが、主に業務上の関
係を有する企業の株式であり、上場株式については四半期ごとに時価の把握を行っております。

営業債務である支払手形及び買掛金は、１年以内の支払期日であります。
短期借入金は主に営業取引に係る資金調達であり、長期借入金（原則として５年以内）は主

に設備投資に係る資金調達であります。
デリバティブ取引は長期借入金の金利変動リスクに対するヘッジ取引を目的とした金利スワ

ップ取引、外貨建金銭債務及び外貨建予定取引の為替変動リスクに対するヘッジ取引を目的と
した為替予約取引であります。

また、営業債務及び借入金は、流動性リスクに晒されておりますが、当社グループでは、各
社が月次に資金繰計画を作成するなどの方法により管理しております。

２．金融商品の時価等に関する事項
平成29年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次の

通りであります。
なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれておりません（（注）２.

参照）。
（百万円）

連結貸借対照表
計上額 時価 差額

(１)現金及び預金 8,544 8,544 －
(２)受取手形及び売掛金 9,229 9,229 －
(３)投資有価証券

その他有価証券 5,827 5,827 －
資産計 23,600 23,600 －
(４)支払手形及び買掛金 3,327 3,327 －
(５)短期借入金 5,205 5,205 －
(６)長期借入金(＊1) 8,440 8,404 △35
負債計 16,972 16,937 △35
(７)デリバティブ取引(＊2) 0 0 －
(＊1)1年以内に返済予定の長期借入金は、長期借入金に含めております。
(＊2)デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しております。
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　(注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項
　(１)現金及び預金、(２)受取手形及び売掛金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額
によっております。
(３)投資有価証券

　投資有価証券の時価について、株式は取引所の価格によっております。
(４)支払手形及び買掛金、(５)短期借入金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額
によっております。

(６)長期借入金
　長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定され
る利率で割り引いて算定する方法によっております。変動金利による長期借入金は金利スワ
ップの特例処理の対象とされており（下記(７)参照）、当該金利スワップと一体として処理
された元利金の合計額を、同様の借入を行った場合に適用される合理的に見積もられる利率
で割り引いて算定する方法によっております。

(７)デリバティブ取引
　デリバティブ取引の時価については、取引先金融機関等から提示された価格等によってお
ります。なお、金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金
と一体として処理されているため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載してお
ります（上記(６)参照）。

　(注）２．非上場株式（連結貸借対照表計上額756百万円）は、市場価格がなく、時価を把握す
ることが極めて困難と認められることから、「(３)投資有価証券」には含めておりま
せん。

賃貸等不動産に関する注記
１．賃貸等不動産の状況に関する事項

　当社グループでは、福島県郡山市その他の地域において、賃貸用の店舗（土地を含む。）を
有しております。

２．賃貸等不動産の時価に関する事項
（百万円）

連結貸借対照表計上額 時価

3,825 8,334

（注）１．連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。
２．当連結会計年度末の時価は、主として「不動産鑑定評価基準」に基づいて算定した金

額（指標等を用いて調整を行ったものを含む。）であります。

１株当たり情報に関する注記
１株当たり純資産額 366円05銭
１株当たり当期純利益金額 29円07銭

重要な後発事象に関する注記
　該当事項はありません。
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第159期貸借対照表
（平成29年３月31日現在）

（単位：百万円）
科 目 金 額 科 目 金 額

（資産の部）
流 動 資 産

現 金 及 び 預 金
受 取 手 形
売 掛 金
商 品 及 び 製 品
仕 掛 品
原 材 料 及 び 貯 蔵 品
前 渡 金
前 払 費 用
繰 延 税 金 資 産
短 期 貸 付 金
未 収 入 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産

建 物
構 築 物
機 械 及 び 装 置
車 両 運 搬 具
工 具、器 具 及 び 備 品
土 地
リ ー ス 資 産
建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産
の れ ん
ソ フ ト ウ エ ア
そ の 他

投資その他の資産
投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
関 係 会 社 出 資 金
長 期 貸 付 金
長 期 前 払 費 用
そ の 他
貸 倒 引 当 金

22,671
6,575

337
7,700
3,402
1,689
1,643

189
77

173
276
650

6
△53

30,968
23,563
9,145
2,011
3,179

42
547

7,820
17

798
531
293
73

164
6,873
5,949

352
124
26
86

357
△22

（負債の部）
流 動 負 債 18,019

買 掛 金 2,823
短 期 借 入 金 11,504
リ ー ス 債 務 5
未 払 金 164
未 払 費 用 102
未 払 法 人 税 等 204
未 払 消 費 税 等 237
預 り 金 1,522
賞 与 引 当 金 333
設 備 関 係 未 払 金 1,084
そ の 他 36

固 定 負 債 7,053
長 期 借 入 金 2,000
リ ー ス 債 務 12
繰 延 税 金 負 債 2,097
退 職 給 付 引 当 金 1,265
資 産 除 去 債 務 167
長 期 未 払 金 104
長 期 預 り 金 1,405

負 債 合 計 25,072
（純資産の部）

株 主 資 本 25,767
資 本 金 5,757
資 本 剰 余 金 2,269

資 本 準 備 金 2,267
その他資本剰余金 2

利 益 剰 余 金 18,093
利 益 準 備 金 937
その他利益剰余金 17,155

固 定 資 産 圧 縮
積 立 金 3,076
別 途 積 立 金 9,000
繰越利益剰余金 5,078

自 己 株 式 △352
評価・換算差額等 2,799

そ の 他 有 価 証 券
評 価 差 額 金 2,799
繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 0

純 資 産 合 計 28,567
資 産 合 計 53,640 負 債 純 資 産 合 計 53,640

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

－ 25 －
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第159期損益計算書

(自　平成28年 4 月 1 日
至　平成29年 3 月31日)

（単位：百万円）
科 目 金 額

売 上 高 28,750
売 上 原 価 21,538

売 上 総 利 益 7,212
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 4,358

営 業 利 益 2,853
営 業 外 収 益 505

受 取 利 息 及 び 配 当 金 151
工 場 跡 地 整 備 費 用 引 当 金 戻 入 額 183
そ の 他 169

営 業 外 費 用 340
支 払 利 息 132
環 境 対 策 費 106
休 止 固 定 資 産 減 価 償 却 費 38
そ の 他 63
経 常 利 益 3,018

特 別 損 失 454
固 定 資 産 除 却 損 326
関 係 会 社 清 算 損 128

税 引 前 当 期 純 利 益 2,563
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 348
法 人 税 等 調 整 額 △35 312
当 期 純 利 益 2,250

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

－ 26 －

損益計算書
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第159期株主資本等変動計算書

(自　平成28年 4 月 1 日
至　平成29年 3 月31日)

（単位：百万円）
株 主 資 本

資本金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己株式 株主資本
合 計資本準備金 そ　の　他

資本剰余金 利益準備金
そ の 他 利 益 剰 余 金

固 定 資 産
圧縮積立金 別途積立金 繰 越 利 益

剰 余 金

平成28年４月１日残高 5,757 2,267 2 937 3,076 9,000 3,356 △350 24,045

事 業 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △527 △527
当 期 純 利 益 2,250 2,250
自 己 株 式 の 取 得 △0 △0

株主資本以外の項目の事業年
度 中 の 変 動 額 （ 純 額 ）

事 業 年 度 中 の 変 動 額 合 計 － － － － － － 1,722 △0 1,722

平成29年３月31日残高 5,757 2,267 2 937 3,076 9,000 5,078 △352 25,767

評 価 ・ 換 算 差 額 等
純資産合計その他有価証

券評価差額金
繰延ヘッジ
損 益

評価・換算
差額等合計

平成28年４月１日残高 2,024 △22 2,002 26,048

事 業 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △527
当 期 純 利 益 2,250
自 己 株 式 の 取 得 △0

株主資本以外の項目の事業年
度 中 の 変 動 額 （ 純 額 ） 774 22 796 796

事 業 年 度 中 の 変 動 額 合 計 774 22 796 2,519

平成29年３月31日残高 2,799 0 2,799 28,567

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

－ 27 －
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個別注記表
重要な会計方針に係る事項に関する注記
１．有価証券の評価基準及び評価方法
(１)子会社株式及び関連会社株式……移動平均法による原価法によっております。
(２)その他有価証券

時価のあるもの……………………決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純
資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により
算定）によっております。

時価のないもの……………………移動平均法による原価法によっております。

２．デリバティブの評価基準及び評価方法
　時価法によっております。

３．たな卸資産の評価基準及び評価方法
　総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算
定）によっております。

４．固定資産の減価償却の方法
(１)有形固定資産………………………定額法によっております。

なお、主な耐用年数は次の通りであります。
建物　　　　　５～50年
機械及び装置　４～10年

(２)無形固定資産………………………定額法によっております。
なお、自社利用のソフトウエアについては、社内におけ
る利用可能期間（５年）に基づく定額法によっておりま
す。

５．引当金の計上基準
(１)貸倒引当金…………………………債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につ
いては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計
上しております。

(２)賞与引当金…………………………従業員の賞与支給に備えるため、賞与支給見込額の当事
業年度負担額を計上しております。

(３)退職給付引当金……………………従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における
退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上してお
ります。
①　退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を
当事業年度末までの期間に帰属させる方法について
は、期間定額基準によっております。

②　数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
過去勤務費用は、その発生時における従業員の平

均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定
額法により費用処理しております。

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時におけ
る従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10
年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生
の翌事業年度から費用処理しております。

なお、退職給付に係る未認識数理計算上の差異及び未認
識過去勤務費用の未処理額の会計処理の方法は、連結財
務諸表におけるこれらの会計処理の方法と異なっており
ます。

－ 28 －
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６．ヘッジ会計の方法
(１)ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、金利スワップについて特例処理の要件を満た
している場合は特例処理を、為替予約について振当処理の要件を満たしている場合は振当処
理を採用しております。
(２)ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段………………………金利スワップ、為替予約
ヘッジ対象………………………借入金の利息、外貨建金銭債務及び外貨建予定取引

(３)ヘッジ方針
　金利スワップは借入金の金利変動リスクを回避する目的で行っており、為替予約は為替変
動リスクを回避する目的で行っております。
(４)ヘッジ有効性評価の方法

　ヘッジ対象の相場変動又はキャッシュ・フロー変動の累計とヘッジ手段の相場変動又はキ
ャッシュ・フロー変動の累計を比較し、その変動額の比率によって有効性を評価しておりま
す。ただし、特例処理によっている金利スワップ及び振当処理によっている為替予約につい
ては、有効性の評価を省略しております。

７．消費税等の会計処理
　消費税等の会計処理は税抜方式によっており、控除対象外消費税等は、当事業年度の費用と
して処理しております。

追加情報
（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）
　「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」(企業会計基準適用指針第26号　平成28年
３月28日)を当事業年度から適用しております。

貸借対照表に関する注記
１．担保資産及び担保付債務

担保資産 百万円 担保付債務 百万円
建物 929 長期預り金 456
土地 77

合計 1,007 合計 456

２．有形固定資産の減価償却累計額
26,532百万円

３．関係会社の金融機関からの借入に対する債務保証
（百万円）

東邦顔料工業㈱ 41
合計 41

４．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務
短期金銭債権 903百万円
短期金銭債務 578百万円
長期金銭債権 24百万円

損益計算書に関する注記
１．関係会社との取引高

営業取引の取引高 売上高 1,453百万円
仕入高 2,948百万円

営業取引以外の取引高 129百万円

－ 29 －
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株主資本等変動計算書に関する注記
１．自己株式の種類及び株式数に関する事項

当事業年度期首
株式数（株）

当事業年度増加
株式数（株）

当事業年度減少
株式数（株）

当事業年度末株
式数（株）

普通株式（注） 1,259,351 1,736 － 1,261,087

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加1,736株は、単元未満株式の買取による増加でありま
す。

税効果会計に関する注記
１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内訳

繰延税金資産 　　　　(百万円）
退職給付引当金 1,262
減損損失 497
棚卸資産評価損 224
賞与引当金 103
貸倒引当金 23
その他 281

繰延税金資産小計 2,391
評価性引当額 △1,685
繰延税金資産合計 706
繰延税金負債との相殺 △532
繰延税金資産の純額 173

繰延税金負債 　　　　(百万円)
固定資産圧縮積立金 1,356
退職給付信託設定益 51
その他有価証券評価差額金 1,218
その他 2

繰延税金負債合計 2,629
繰延税金資産との相殺 △532
繰延税金負債の純額 2,097

関連当事者との取引に関する注記
　該当事項はありません。

１株当たり情報に関する注記
１株当たり純資産額 324円76銭
１株当たり当期純利益金額 25円58銭

重要な後発事象に関する注記
　該当事項はありません。

－ 30 －

個別注記表



2017/05/31 13:32:39 / 16267866_日本化学工業株式会社_招集通知（Ｆ）

連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書

独立監査人の監査報告書
平成29年５月16日

日本化学工業株式会社
取　締　役　会　御中

新日本有限責任監査法人
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 井 上 秀 之 ㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 佐々木浩一郎 ㊞

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、日本化学工業株式会社の平成28年
４月１日から平成29年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対
照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して

連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚
偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制
を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書
類に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認
められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に
重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、こ
れに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が
実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重
要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有
効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際し
て、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関
連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法
並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討
することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断してい
る。

監査意見
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業
会計の基準に準拠して、日本化学工業株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結
計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示している
ものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利
害関係はない。

以　　上

－ 31 －
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会計監査人の監査報告書

独立監査人の監査報告書
平成29年５月16日

日本化学工業株式会社
取　締　役　会　御中

新日本有限責任監査法人
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 井 上 秀 之 ㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 佐々木浩一郎 ㊞

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、日本化学工業株式会社の平
成28年４月１日から平成29年３月31日までの第159期事業年度の計算書類、すなわち、貸借
対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について
監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して
計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬
による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経
営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及
びその附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般
に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に
計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得る
ために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手す
るための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計
算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用され
る。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査
法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算
書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査に
は、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評
価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断してい
る。

監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と
認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産
及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利
害関係はない。

以　　上
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監査等委員会の監査報告書
監　査　報　告　書

　当監査等委員会は、平成28年４月１日から平成29年３月31日までの第
159期事業年度における取締役の職務の執行について監査いたしました。
その方法及び結果につき、以下のとおり報告いたします。
１．監査の方法及びその内容

監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事
項に関する取締役会決議の内容並びに当該決議に基づき整備されている体
制（内部統制システム）について取締役及び使用人等からその構築及び運
用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を
表明するとともに、下記の方法で監査を実施いたしました。

一　監査等委員会が定めた監査の方針、職務の分担等に従い、会社の内部
統制部門と連携の上、重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からそ
の職務の執行に関する事項の報告を受け、必要に応じて説明を求め、重
要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産
の状況を調査しました。また、子会社については、子会社の取締役及び
監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事
業の報告を受けました。

二　会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施している
かを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況に
ついて報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人
から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社
計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」
（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通
知を受け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細
書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別
注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結
損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討い
たしました。
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２．監査の結果
（１）事業報告等の監査結果

一　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況
を正しく示しているものと認めます。

二　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違
反する重大な事実は認められません。

三　内部統制システムに関する取締役会の決議の内容は相当であると認
めます。また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及
び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められませ
ん。

（２）計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であ

ると認めます。
（３）連結計算書類の監査結果

会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であ
ると認めます。

平成29年５月17日
　　　　　　　　　　　　日本化学工業株式会社　監査等委員会

常勤監査等委員 相 澤 朋 夫 ㊞
監 査 等 委 員 剱 持 　 健 ㊞
監 査 等 委 員 古 島 　 守 ㊞

（注）監査等委員剱持健及び古島守は、会社法第２条第15号及び第331条第
６項に規定する社外取締役であります。

以　上
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株　主　メ　モ
事 業 年 度 ４月１日～翌年３月31日
定 時 株 主 総 会 ６月下旬
株 主 確 定 基 準 日 ⑴　定時株主総会議決権行使株主

⑵　期末配当金受領株主
⑶　中間配当金受領株主

３月31日
３月31日
９月30日

その他必要あるときは、あらかじめ公告して基準日を定
めます。

株 主 名 簿 管 理 人 及 び
特別口座の口座管理機関

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

同 連 絡 先 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　証券代行部
東京都江東区東砂七丁目10番11号（〒137-8081）
電話　0120-232-711（フリーダイヤル）

上 場 証 券 取 引 所 東京証券取引所
公 告 方 法 電子公告により行います。やむを得ない事由により、電

子公告によることができない場合は、日本経済新聞に掲
載する方法により行います。
公告掲載ＵＲＬ
http://www.nippon-chem.co.jp/

（ご注意）
１．株主様の住所変更、単元未満株式の買取請求その他各種お手続きにつき

ましては、原則、口座を開設されている口座管理機関（証券会社等）で承
ることになっております。口座を開設されている証券会社等にお問い合わ
せください。株主名簿管理人（三菱ＵＦＪ信託銀行）ではお取り扱いでき
ませんのでご注意ください。

２．特別口座に記録された株式に関する各種お手続きにつきましては、三菱
ＵＦＪ信託銀行が口座管理機関となっておりますので、上記特別口座の口
座管理機関（三菱ＵＦＪ信託銀行）にお問い合わせください。なお、三菱
ＵＦＪ信託銀行全国各支店においてもお取次ぎいたします。

３．未受領の配当金につきましては、三菱ＵＦＪ信託銀行本支店でお支払い
いたします。

株主メモ




